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   【復 命 書】

総務文教常任委員会  

(１) 福岡県北九州市 視察目的：DXの推進について

  日時：令和５年１１月１４日（火）1４：３0～

      

説明要旨

   

  主な質疑応答

・北九州市DX 推進体制

北九州市は、令和３年４月に５０名のデジタル推進室を設置して全庁的にDX を推進。

令和３年度に市職員７０００名に対し、ＰＣ端末を１５００台（５年契約で１台約８０万円）を国の交付金を

活用して導入（現時点で調達すると１台約１５０万円の見込み）

ペーパーレス化が進みコピー機の使用が激減。毎月の使用料が３４万枚減少。

・北九州市の課題とDX 推進計画

デジタル推進室内の職員の机の配置を平例から、円卓などを活用した職員が自由な場所で事務作業を行える環

境を整備。

北九州市の課題をDX 活用により解決を図る。

・DX 人材育成プロジェクト

・丁寧でわかりやすい広報・PR

・スマらく区役所サービスプロジェクト

区役所の来庁者と来庁時間を半分にしていく。

行政手続きのオンライン化により市役所窓口業務３割減。

・政令市初の区役所窓口予約実証

・デジタルデバイド対策

・行政手続きのオンライン化

住民票をコンビニエンスストアで取得可能。

行政の業務約５４０万件のうち、約９割がオンライン化されているが、使用率は約２割。

母子手帳をアプリ化

・ローコードツールの導入実績・事例

「デジラボ」室に専門の職員を配置してローコードツール等特色あるシステムを開発。

・生成AI の活用

電話対応は、スマホ等を使わずAI が聞き取りを行う。

・セキュリティ対策の徹底

DX 化推進とセキュリティ担当課の設置により、保全（情報の漏洩やハッキング対策）も重視。

・資料１「北九州市資料」

Ｑ 専門家をどうのようにして採用したのか。

Ａ デジタル採用枠を作り採用した。

また総務省が実施している地域活性化事業で、民間からアドバイスを受けている。

Ｑ 市民からの情報提供をどのようにＤＸを活用して受けているか。

Ａ 市は、専門のツールをもって市民が気軽に通報できるシステムを採用している。

Ｑ 今後PC を現在の１５００台から増やす計画はあるか。

Ａ さらに増やしていきたい。

Q デジタル機器を持っていない市民への対応

A 文部科学省の補助金を活用して、市民センター等に１４０カ所、延べ４２００名にデジタル活用講座・相談

会を実施。

市内にデジタルツールを設置し、リモート相談の他、固定電話対応やAI コンシェルジュが窓口対応。
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事前質問への回答

Q デジタル推進室勤務者が他の部署へ異動することは、DX 化推進の弊害にならないか。

A デジタルを活用できる人のローテーションと捉えている。専門家は存在しない。

Q デジタル化による課題解決数はどれぐらいか。

A 月に約２００件の課題解決ができている。

Ｑ 各取り組みの中で行政手続きのオンライン化とありますが 具体的にどのようにオンライン化を計画されて

いるのでしょうか。

Ａ 証明書のコンビニ交付などオンライン化が可能な手続きを進めた。また、母子手帳もきたきゅう子育てアプ

リ「母子モ」を使用し、妊娠からこどもの成長記録までアプリで確認できるようにしている。

Ｑ 多数の業務効率化要望が各課よりあったとのことですが、DX に絡めた案件だったのでしょうか。

ＡＤＸに関するものとして取り扱った。

Ｑ 新しいテクノロジーやデバイスの導入に伴う学習コストや技術的な問題が発生する場合どのように対処され

ているのでしょうか。

Ａ 連携協定を締結した企業の協力を得てＤＸ研修プログラムを実施。ＤＸ戦略人材の活用。

Ｑ 実績は何件あるのでしょうか（課題の解決に導いていけたのか）。

DX を進めるにあたって具体的に達成できた案件の内、代表的なものは何でしょうか。

Ａ オンライン化可能な手続きの総申請件数は約５３８万件あり、オンライン化済手続きの総申請数は約４６２

万件であった。件数ベースで約９割の手続きをオンライン化している。

Ｑ DX に対する庁内体勢をどのように構築されているのでしょうか。

Ａ デジタル市役所推進室を設置しＤＸ化を推進した。後に情報システム担当部を設置し、双方の長としてデジ

タル政策監を設置した。

Ｑ DX 人材はどのくらいのレベルまで育成されるのか、目標値は設定されているのでしょうか。

Ａ 「ＤＸ人材育成プロジェクト」の中で、育成を図っていく。ゴールド、シルバー、ブロンズの区分で育成し、

全職員をブロンズ以上にする。

Ｑ 丁寧でわかりやすい広報・PR とありますが具体的にどのような手段で広報するのかお伺いします。

Ａ 市ＨＰ、ＳＮＳ、市政だより等のほか、出前講演やイベントを積極的に活用する。

オンライン手続きやおくやみ手続きガイドなど。

Ｑ 市民の生活が変わってきたと感じられる施策はありますか。

Ａ 区役所の来庁者数、滞在時間を半分にすることを目標にしており、窓口に並ぶ人も減ってきている。

Ｑ 職員の中でも、デジタルに関して苦手意識を持っている方への対策はありますか。

Ａ グーグルの動画資料を活用などにより１１の講座を準備。

Ｑ キントーンアプリの経費について伺います。

予算額はどれほどでしょうか。また、財源は。

Ａ キントーンで実現したシステム関係費節減額は累計２１億５，９８１万円。Ｒ７年度までに累計１００億円

を目指す。

Ｑ デジタル環境におけるプライバシーやセキュリティの問題が顕著です。データ漏洩やプライバシー侵害が発

生すると、信頼を損なう可能性がありますか。

Ａ 信頼は損なう。あってはならないことなので、情報システム担当部でセキュリティ対策をしている。

Ｑ デジタル機器を持たない市民への対策はどのようにされているのでしょうか。

Ａ デジタル活用講座・相談会を行っている。Ｒ５年度、文部科学省の補助金を活用し、市内の全市民センター

等１４０館、延べ４，２００名の市民を対象として実施。

また、Ｒ５年度中には全区役所にキヨスク端末を設置予定。証明書の発行を伴奏型で支援。

Ｑ DX を推進することによって、取り残される企業への対応や弊害はありますか。

Ａ 現段階では確認できていない。
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  感想

（市政の課題等に本視察をどのように生かしていくのかについて記載してください。）

○岩満委員長

今回の視察において北九州市のＤＸの取り組んだ成果のレクチャーを受けて、当市と同様の問題点があること

を確認した。それは議会側は、ＰＣ又はタブレットを導入して情報の伝達や情報の共有を図りペーパーレス化が

進んでいるが 行政側が依然として紙を使用した業務を実施していている点である。千歳市は、北九州市の７分

の１の職員数（１０００人）であるが固定のＰＣ端末（デスクトップ）はあるが、会議システムの３０個のタブ

レットのみであり紙に頼った業務をおこなっている。

今後は、予算には限りがあるので 国のデジタル庁などが行っている支援策等を有効に活用して補助金による

職員全員にＰＣまたはタブレットを配布して、業務のＤＸ化の推進を図らなければならないと思料しました。

○北原副委員長

北九州市のＤＸ化が想像以上に進んでいることに驚嘆しました。

決まった形のないＤＸ化において、課題の明確化と解決の方法の一案をキントーンで提示することにより北九

州市のＤＸが具体的なものになったと感じました。

当市同様にデジタルデバイスを議会に活用し、理事者側にも導入している点ではＤＸ化に取り組む姿勢の違いを

感じました。

当市においても、ＤＸ化によるスリム化を数値として表すことができれば予算的にも前向きに取り組むことが

できるのではないかと思います。

○古川委員

北九州市では、DX を進めるにあたり、「なんのために DX に取り組むのかという目的」をたて、私たちの街

をどのようにしたいのか、という観点から、DX を契機に必要な見直し・改善に取り組み、市民サービスの向上

と業務の効率化を同時に進め。誰もが、住みやすく、人のぬくもりを感じ、住み続けたい、住んでみたいと思え

る、快適・便利で幸せな、魅力ある街の実現を目標にしています。

デジタルは、ツールであり、あくまでもマインドを変えることです。

この事から、市民の視点から「市民で良かったと感じられる市役所」職員の視点から「職員で良かったと感じ

られる市役所」を目指し、職員は、常により良いサービス・業務改善を追求し、市民に寄り添ったサービスを素

早く提供し、働きがいのある働きやすい職場を実現する事であります。

当市のDX 推進にあたっては、この事を踏まえ進めていただきたいと思います。

○佐々木委員

組織（市役所）としての取り組みは大変早く先見性があったと思われます。

トップリーダーの指導力が強かったとのことですが、何より人、職員の意識改革が重要だと思われる。全組織を

挙げて取り組んでいるようでした。

経費が大きくかかる点が課題に思われるが、それを必要経費とみるか、過剰投資とみるか難しいし、また有効

利用されるかも問題だと思われる。

しかしこれからの社会では、必要不可欠になるであろうと思われる。

○松倉委員

・市長が変わり「デジタルはツールであり、使えるだけでは不十分。それを使う職員のマインドを変えなければ

ならない」との強い思いと、体制を整えていった。トップのリーダーシップは必須。

・２０４０年問題を見据え、今より少ない人材で、効果・効果的に運用するためにはどうするのか・・との課題

に対し、市民にとっての利便性・職員にとっての働き方改革を柱に行動指針を明確にされたことが、全体の推進

につながっていた。

・ローコードツールを切っ掛けにして、課題提起→企画立案→解決スキルへと導き人材育成が課題解決へとつな

がり、庁内全体が活性化。

・推進室のフリーアドレスオフィスづくりも庁内のお手本として大切な役割を果たしている。
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     集合写真       職員が自由に席を利用  平例席から自由な配置へ

         

         専門職員によるシステムの開発

各種ちらし

○平川委員

政令指定都市である北九州市は、令和3 年4 月にDX 推進室を設置し先進的な取り組みを行っていることか

ら、視察に伺いました。

多くの自治体から視察に来られているとのことで、DXの推進についてはどこも関心があるようです。

2040 年には就労人口が現在の二分の一になると言われていることから、千歳市においても行政のデジタル化

をスピードアップさせる必要があると思います。

北九州市では、DX 推進のスローガンを

① 「書かない」「待たない」「行かなくていい」市役所へ

② 「きめ細かく」「丁寧で」「考える」市役所へ

③ 「働きやすく」「いきいきと」「成果を出す」市役所へ

として改革を進めています。

担当の方が何度も「マインドを変える」と言われていたのが印象に残っています。

デジタル化により、少ない人数で効率化を図り従来の機能を充実させながらも、市民にやさしい市役所になるよ

う、職員ひとりひとりの意識変革が重要と思われます。

○相沢委員

DX 推進本部を、「攻め」と「守り」の二つに分けているのは、大変良いと感じた。事業にメリット、デメリ

ットがあるのは、良くあることだと思っている。千歳においても、常にそのことを念頭に置いて、各種事業に取

り組んでもらいたい。行政サービスのデジタル化に対応できない高齢者に対しての取り組みも、大変参考になっ

た。通常の電話でのやり取りにAI を組み込んで活用するのは画期的と感じた。

○丸岡委員

道路の亀裂や穴などを発見しだい市民が簡単に連絡し、訂正箇所をデジタル化で巡回しやすく。
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資料１

北九州市資料
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(２) 熊本県庁  視察目的：半導体工場立地に伴う取組について

  日時：令和５年１１月１５日（水）1３：０0～  

   

説明要旨

主な質疑応答

主要な質問事項

・TSMC の熊本進出

熊本でできる半導体の使用用途は主に車などに必要な半導体

本会社立地の要件は、熊本県は豊富な阿蘇難系から浸透した豊富な地下水。１日８５００トンの水が使用可能。

・JASM の採用及び住居確保に向けた取り組み

・熊本の位置関係

・県内への波及効果・県庁内組織設置

・課題解決に向けた部会の設置

県の主導と菊陽町等の積極的な取組みの連携。

若者が熊本県から県外にでるのを減らす施策、進出していた若者を地元にもどす UIJ ターンの確保により地

元で半導体の教育を受講できるよう地元熊本高専と台湾の大学との連携。

人材の育成（教育）、外国人対策としてインターナショナルスクールを設置

・周辺道路整備予定

大津植木線多車線化（シンボル的な６車線道路を設置予定）

・熊本－台北間の定期便就航

・熊本の地下水・人工涵養

・環境保全に係る取組み

規制外化学物質の調査。水俣病の教訓を活かす。

・主な設備投資計画・立地協定

熊本県の企業の進出は県北に偏りがち。今後TMSC の進出で土地が比較的安価な県南地域にも半導体関連の

企業の進出が見込まれる。

・農業と半導体関連産業立地との両立

・今後の展開

Q 県として菊陽町に対してどのように支援を行っているか。

A ７つの部会の設置により情報交換を定期的に担当部署と行い、県でやった方か良いもの、例えば市街地区域

の増設や渋滞緩和のための道路の整備にかかわる事項などを行っていく。

Q 半導体の工場は大量の水を使用すると思われるがその対応は。

A 熊本は本来阿蘇山系からの浸透した地下水が豊富な地域であるが地下水を農耕地で貯めて自然に浸透させる

方式を農家に依頼して行っている。このための費用の７５％を企業が負担。

Q 環境保全に対する対策

A 環境モリタニング（水質・大気）の拡充。

Q PFAS は２５０種類をモニタリングするとのことだが、TSMC が排出するものはその中に網羅されているの

か。

A わからない。

Q 各市町村への波及効果

A 交通渋滞緩和への取り組み（時差出勤）。インターを増設するなど１０年かけて新しい道路を建設する。

Q 民間企業との役割分担

A TSＭC から住宅を１０００個分準備して欲しいとの要求に対して、不動産協会に依頼。

Q TSＭC など企業側からの要望は。

A 従業員の宿泊する場所の紹介依頼に対し、熊本地震の際の仮設住宅を企業に貸与。

駐車場の要求に対し、ソニーの土地を借用。

Q 水の排水はどのように行っているか。

A 県北まで県が排水管を提供し、新たな下水施設を建設する予定。
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事前質問への回答

Ｑ 半導体サプライズチェーンの強靭化を方針に掲げて重点取組として企業の国際競争力に向けた研究開発か

ら事業拡大等の各段階における切れ目のない支援とありますが 具体的にどのような切れ目のない支援を

行ってきたのかお伺いします。

Ａ 県庁内に全庁横断組織を設置して企業の事業計画の円滑な推進と更なる半導体産業の集積による県政の浮

揚を図るため「半導体産業集積強化推進本部」及び「半導体産業集積強化推進プロジェクトチーム」を設置

し推進・支援体制を整備。

Ｑ 北海道は、土地が広大にありますが、熊本の企業誘致で市からの居住化区域の編入などを県としてどのよう

に要望に対応したのかお伺いします。

Ａ 企業進出やそれに伴う住宅団地の整備を迅速かつ円滑に進めるため、市町村と協力して、農用地の集団化や

農業の効率化に支障がないよう、農村産業導入法に基づく市町村計画等を活用して、基盤整備が行われてい

ない農用地に進出企業や住宅を集約・誘導

Ｑ ＴＳＭＣ立地による影響や、各市町への波及効果はありますか。

Ａ 新たな雇用の創出、サプライヤー等新たな企業の進出、新規取引や取引量の増加、県内企業等の技術力の向

上・新たな産業の創出、定住人口の増加・税収の増加、経済支出の増加など

Ｑ 交通渋滞への対策はどのようにされていますか。

Ａ 周辺道路を整備するとともに新たなインターチェンジ、連接道路の検討。また、大津植木線を多車線化予定。

Ｑ 民間と行政との役割分担をどう構築されましたか。

Ａ 企業の要求に対して、民間へ情報提供した。

Ｑ 工場建設時の作業員が、菊陽町や県に対して要望したことはありますか。

Ａ 従業員の宿泊する場所の紹介依頼に対し、熊本地震の際の仮設住宅を企業に貸与。

TSＭC から住宅を１０００個分準備して欲しいとの要求に対して、不動産協会に依頼。また、駐車場の要

求に対し、ソニーの土地を借用。

Ｑ 技術者などの人材確保は、ＴＳＭＣ・国・県・町のどこが中心となって進められているのですか。

Ｑ 安定した半導体関連人材の確保・育成において、最初に着手した事業はなんでしょうか。

Ａ 大学、技術大学、高専、高校を含む幅広い人材育成の取組みや、ＵＩＪターンの推進。

Ｑ 水が豊かな熊本県ですが、水前寺公園に代表されるようなきれいな水への工場排水による汚染は問題になり

ませんでしたか。あれば、その解決策について伺います。

また、地下水を使用した後、どこに排水するのか、もし排水する河川が氾濫すると予想された場合、治水に

取り組むための費用は県が負担されるのでしょうか。

Ａ 県北まで県が排水管を提供し、新たな下水施設を建設する予定。

Ｑ 地下水涵養の取り組みについて、どのようなことをＴＳＭＣに要求されたのでしょうか。またそれ以外の企

業に対しては、どのようなことを要求されているのでしょうか。

Ａ 地下水涵養の経費の７５％負担。「地下水採取量の１割の涵養」を「地下水採取量に見合う量の涵養」に改

正。

Ｑ 半導体製造は、化学物質やエネルギーを多く消費し、排出物を生み出すため、環境への影響が大きいと思わ

れますが、特に化学物質の取扱いや廃棄物処理についてどのような注意が必要ですか。

Ａ 通常「法令等に基づく水質・大気の監視」を行うが、加えて「規制外の金属類や化学物質を調査」

Q 技術者などの人材確保は、どこが中心となって進めているのか。

A 経済産業省九州経済産業局が「九州半導体人材育成等コンソーシアム」を設立し、半導体産業基盤の強化を

図るため、産学官の関係機関が連携して行っている。
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  感想

○岩満委員長

今回熊本県庁のみの視察ではありましたが、県として企業が設置している菊陽町が行う各種インフラ整備はも

とより、さまざまな課題解決を一体となって行ってきた説明を受けて千歳市が現在道と連携して行っている事項

の重なる問題点があり、その改善が図れるように議会としても後押しできることはやらなければならないと感じ

ました。また、熊本県だけではなくオール九州でこのTMSC の熊本進出を絶好のチャンスととらえて各県も成

長するように連携をしている状況を確認し、当市においても道央圏の各市町村と更に連携していかなければなら

ないと思料しました。

○北原副委員長

半導体企業立地の先頭を走る県庁の視察ができたのは有意義であった。県が菊陽町等の各種インフラ整備はも

とよりさまざまな課題解決を一体となって行ってきた説明を受け、千歳市が現在道と連携して行っている事項の

重なる問題点がありその改善が図れるように議会としても後押しできることはやらなければならないと感じた。

また、熊本県だけではなくオール九州でこのTMSC の熊本進出を絶好のチャンスととらえて各県も成長するよ

うに連携をしている状況を確認し当市においても道央圏の各市町村と更に連携していかなければならないと感

じた。

○古川委員

熊本県庁では、TSMC の日本初の工場建設が決定を踏まえ、企業の事業計画の円滑な推進と更なる半導体産

業の集積による県政の浮陽を図るため、「半導体産業集積強化推進本部」並びに「半導体産業集積強化推進プロ

ジェクトチーム」を設置し、全庁的な推進・支援体制をいち早く整備。

立地地である菊陽町をはじめ合志市や大津町等と連絡調整の要とて、交通網の整備計画・地下水保全対策・環

境保全対策・下水道対策や新たな工業団地整備、農振除外を伴う土地利用調整への対応と農地の営農継続に向け

た支援など積極的に行っております。当市に於いても北海道の支援の在り方を今後は、議会として検証をしてい

くべきと思います。

○佐々木委員

企業誘致に始まりその後の立地、稼働まで県が主導して市町村と、国、企業を結び付け大変上手く連携されて

いるようでした。

特に水の問題では国、企業との調整など県が主体的に進めているようでした。

ほかにも道路建設、農振法の整理、移住者の対応などきめ細かな対応をされているようでした。

人材不足の点では、地元の中小企業から大手に流失するなど問題になっているようでした。

○松倉委員

・環境に関する市民説明は積極的に小まめにする事が、市民・県民の理解を得られるようになる。

・当市でも外国人の受け入れ体制も整える必要もありそう

インターナショナルスクールの立ち上げ、市立私立学校での受け入れ、２年終えたら熊本大学へ編入できる等

の特区、入国・住民票等支援、言語や生活習慣のサポート、多文化共生への取組み

・人材育成 ３つの方針→当市にも参考になる

① 若者に残ってもらう（理系人材が７～８割出てしまう）→企業とのマッチング

② ＵＩＪターンの確保→東京・大阪・福岡に事務所を設けた。

③ 人を育てる→（校長に推進力があり）熊本大学を中心に１０年に亘り約３５億の交付金
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県庁議会会館前             県庁議会議場内

○平川委員

熊本県菊陽町に世界的半導体メーカーのTSMC が工場を建設しており、次世代半導体の開発・製造を行うラ

ピダス㈱の工場が建設される千歳市が取り組むべき課題について、先行事例を学んできました。

今回は熊本県庁に伺い、県としての取り組みをお聞きしました。

TSMC は台湾の企業なので、海外から移住する技術者の家族が、言語や生活習慣など支障なく生活できるよ

うサポート体制の取り組みや、熊本と台北間の定期便を就航させる取り組みをされていました。

大きな課題はやはり、人材育成・確保と渋滞・交通アクセス対策の問題と感じました。

熊本県では、慢性的な交通渋滞の解消に向けた取り組みとして、高速道路に新たなインターチェンジや工場

周辺の多車線化を検討しているとのことです。

千歳市においても同様の問題を抱えていることから、国・北海道としっかり連携して考えておく必要がある

と思われます。

○相沢委員

千歳と同じく、半導体の大きな工場が立地するという点で、同じような悩みに対応していると感じた。こち

らは市町村、向こうは県ということで、道に対しての取り組みを期待するところもあるが、環境については道

だけでなく、千歳市も主体的に近隣市町村とも連携して取り組んでいきたい。

TSMC の排水については、県の特定公共下水事業があるとのことだった。TSMC については、国が認めた

事業であるため、９５％の補助金が出るとのことで、参考になった。ラピダスの排水も、TSMC に勝る膨大な

量となるため、下水についての市の取り組み、道への働きかけにも生かしてもらいたい。

○丸岡委員

人口増加に対応できる住宅及び住宅地の建設緩和をどうするか。

科学技術大学等地元で人材をどう育てていくべきか奨学金の充実等
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(３) 熊本県宇城市 視察目的：図書館・美術館運営事業（不知火美術館・図書館）について

  日時：令和５年１１月１６日（木）９：１５～

      

説明要旨

   

主な質疑応答

・宇城市、不知火美術館・図書館の概要。

平成１１年から築２０年を経過、また平成２８年の熊本地震で被災し中規模回収が必要となった。

併せて、図書館・美術館を含めた新たな来館者の掘り起こしができず、特に若い世代の利用が伸び悩んだ。

指定管理者を募集し、施設改修に伴う設計と改修後の図書館・美術館の機能に関する提案も併せて行った。

・２０２２年４月からCCC（カルチュア・コンビニエンス・クラブ）が指定管理者となった。年間経費は

１．４倍になった。

・不知火美術館・図書館のビジョン

誰もが創造性を育み発揮する美術館・図書館

・不知火美術館・図書館の特色

広場のにぎわい、こども絵本のいえ、ライブラリー&カフェ、図書カードをスマホで利用、空間全体を使った

企画展、アートの敷居を下げる、施設利用のOPEN 化、ミュージアムショップ地域の魅力紹介、まちの人と

共につくる。

・県内各地から来館者が殺到するようになり県内では有名な美術館・図書館となった。特に休日は人出が多い。

来場者数 約１２００％増、貸出し冊数１５５％増、貸出し人数２２５％増、美術館の利用者数１８２％増

・４回／年の企画展、２０回以上／年のマルシェの開催。

・こども絵本の家の設置（１万１千冊）。

・ライブラリー&カフェは、Wi-Fi 化され、１７０席を用意。

・BGM の強弱（ON／OFF）を活用した室内の用途区分

・本の分類にオリジナル分類を適用。日本十進分類法及び直感的分類

・参加型・体験型美術館

Ｑ この図書館の特徴

Ａ 県内唯一のカフェ併設。くつろぐ空間・学習空間の両方が存在、子育て世代が安心して過ごせる場所。

Q 指定管理に館の運営を任せているが、何社からの応募があったのか。

A 多数の企業からの申し込みがあったが最終的には２社に絞り、検討採点して現在の管理運営会社に決定した。

Ｑ ＣＣＣがTSUTAYA の会社なのか。

A CCC がTSUTAYA を運営している。

Q 指定管理にあたっての、大規模改装はどこが負担したのか。

A 市が負担した。

Q 今後も次の改定時期に現在の指定管理会社にまかせる予定か。

Ａ 現在の指定管理会社を含めて数社で再度協議する予定。

Q 建物の外観もアートを意識して建造されたのか。

A 県が行っている事業に連携してアートを意識した形状の外観にした。

Q 図書館と美術館を複合にした経緯は。

A 市民が美術館と図書館を行き来しながら、美術館で見つけた未知のアートの世界への扉を、図書館の資料を

通して更に新しい地図を得ていく総合的な文化施設をコンセプトとした。

Q ２１時閉館の効果は。

A 今まで来られなかった人が利用するようになった。

Q 事前質問への回答

資料２「宇城市資料」
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  感想

○岩満委員長

宇城市は、県の中央に位置して山あり海ありと自然に恵まれた地域であり、のどかで落ち着いた地域であるそ

の一部に今回視察したアート感が感じられる美術館と図書館を連接した館であり、特にスターバックスが中にあ

りお茶を飲みながらゆっくりと読書や勉強ができ、また小さなお子さんを連れてくる家族が安心して遊べる人工

芝の広場が連接していて、なるほど県民に知れ渡った美術館・図書館であると思いました。わが千歳市の図書館

を見ると年数もかなり経った図書館であり、また、街のはずれにある図書だけを置いている図書館であるので今

回視察した宇城市が取り組んだ一部、例えば青葉公園に連接している当市の図書館であるので小さな子供たちが

遊べる広場や管内の静かなスペースだけではなく音楽が流れてゆっくりと過ごせるスペースと音もなく勉強等

に集中できるスペースの融合を検討したら良いのではないかと思料した。

また当市も指定管理選考の基準の見直しも必要ではないかと思料する。

○北原副委員長

宇城市は、自然が残る地域であり幼少の頃に過ごした山や田畑が懐かしさを彷彿とさせる地域であった。その

ような環境の中にお洒落な造りの美術館と図書館が併設した建造物があり、広い前庭と小さな別館のように設置

されたこども絵本の家は小さなこども連れには安心して過ごせる施設であったと思う。

特にスターバックスが図書館内にありお茶を飲みながらゆっくりと読書や勉強ができる環境は、忙しい現代に

おいてはオアシスのような場所に感じられた。

当市の図書館は築後の年数もかなり経った図書館であり、郊外に設置されているが、活用次第では近隣の青葉

公園を活用したくつろげる空間を持つ図書館として、市民に愛される施設になる可能性があると感じられた。

○古川委員

宇城市は、2004 年5 町の合併によりできた市であり、現在人口56000 人の市であります。また「不知火

図書館・美術館」は、合併前の1999 年に「不知火文化プラザ」として会館、2022 年に「不知火美術館・図

書館」としてリニューアルオープンされましたが、施設・管理運営と民間の力を入れ斬新で市民目線での配置・

運営がされ驚きと素晴らしさを感じました。

当市の、これからの図書館・美術館の在り方の参考になると思います。

○佐々木委員

人口 58000 人のまちだそうですが、美術館や大きな図書館など文化に力を入れているようでした。人口の

割に財政規模が大きく（約370 億円）未来を担う子供達の為に教育文化に投資しているようでした（給食費無

償化、図書館本館,分館3 か所）。

美術館には一般市民のアート美術品が展示されるなどまちの文化度の高さが伺えるようでした。財政力指数は

４０台とのことでしたが、やり方によって色々なことができるものだと強く感じました。

○松倉委員

・駅から遠いとの声はありつつも、運営者・運営の仕方によって利用者を伸ばせる。

・コンセプトを明確にすることで行動もかわる。

・リニューアル時の指定管理者の選定は重要。

○平川委員

2005 年に三角町・不知火町・松橋町・小川町・豊野町の5 町が合併して誕生した、人口約57000 人の熊

本県宇城市の「不知火美術館・図書館」は、リニューアル前の年間利用者数が4 万人程だったのが、現在は12.5

倍の50 万人に達しています。

若い世代の利用者を増やしたいと、午前9 時から午後9 時まで開館、年中無休にしたほか、

◎県内唯一のライブラリー・カフェを設け、座席数も30 席から170 席へ増加。

◎熊本地震の復興拠点として使用していた「みんなの家」を再利用し、「こども絵本のいえ」を新たに設置。

◎外でも楽しめるイベントやワークショップなどを開催する「芝生広場」を整備。

など、様々な工夫をした結果、ファミリー層の利用者が非常に増えたとのことです。
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       外  観           軽食可のルーム           勉強ルーム

市民の作品コーナー        絵画展示コーナー       こども絵本の家

こども絵本の家の前庭

千歳市はこれまでスポーツ分野に力を入れてきたと感じています。

しかしこれからは、文化・芸術分野にも目を向けていくべきと考えます。

図書館や美術館はいまや、これまでの機能にとらわれず、多くの市民が集う場所になっていることから、千歳

市においても検討してはどうかと思われます。

○相沢委員

図書館と美術館が一体となっている施設ということで、大変興味深い視察となった。

美術館は市民、県民の作品を展示しており、市民の文化力発信の基地ともなっていると感じた。人口６万人足

らずと千歳市より人口が少ないが、美術館があることもうらやましく思った。

千歳の図書館にも、そういった市民の作品を展示するスペースを作っても良いのではないだろうか。

こちらの美術館・図書館は、ＣＣＣが運営している。この会社はＴＳＵＴＡＹＡを運営している企業でもあり、

いわば「本のプロ」に図書館運営を任せた形であった。今後、他の自治体の図書館運営にも名乗りを上げると思

われるので、千歳の図書館も、今後を見据えた運営が必要と感じた。

○丸岡委員

簡単に楽に楽しくこれる飽きない図書館を中心部に建設し芸術、文化等を専門とした施設の必要性がある。
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資料２

宇城市資料


